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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第２四半期連結
累計期間

第86期
第２四半期連結
累計期間

第85期
第２四半期連結
会計期間

第86期
第２四半期連結
会計期間

第85期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 22,527 28,415 12,633 16,021 51,835

経常損益（△は損失）（百万円） △188 358 295 523 752

四半期（当期）純損益（△は損

失）（百万円）
△354 136 180 363 244

純資産額（百万円） － － 19,450 19,522 19,971

総資産額（百万円） － － 40,884 44,347 44,203

１株当たり純資産額（円） － － 349.82 351.11 359.42

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）（円）
△6.44 2.48 3.29 6.61 4.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 47.1 43.6 44.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,134 △1,125 － － 1,077

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△311 △365 － － △868

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△94 267 － － 355

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 4,369 2,910 4,161

従業員数（人） － － 1,298 1,494 1,418

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第85期第２四半期連結累計期間は、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第86期第２四半期連結累計期間、第85

期第２四半期連結会計期間および第86期第２四半期連結会計期間は、潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第85期は潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,494 　

(注）　従業員は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 472     

(注）　従業員は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1）受注実績

　当第２四半期連結会計期間の情報システム関連事業、空調設備工事関連事業および住宅設備機器関連事業の受注

実績は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメントの名称 受注高
前年同四半期比
（％）　

受注残高
前年同四半期比
（％）

情報システム関連事業 1,632 154.5 3,420 116.9

空調設備工事関連事業 2,094 68.2 6,144 66.5

住宅設備機器関連事業 2,443 111.8 6,804 69.4

　（注）１．受注実績の金額には、セグメント間の内部受注高および受注残高を含めて記載しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
　（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）　

前年同四半期比（％）　

化学品関連事業 6,489 133.2

情報システム関連事業 1,827 108.7

空調設備工事関連事業 3,055 118.6

エネルギー関連事業 1,106 110.0

住宅設備機器関連事業 3,329 134.7

樹脂・エレクトロニクス関連事業 460 160.8

その他 149 102.7

合計 16,419 125.9

　（注）１．販売実績の金額には、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。
 
（1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間の当社グループの売上高は160億21百万円（前年同期比26.8％増）、営業利益は6億1百

万円（前年同期比79.1％増）、経常利益は5億23百万円（前年同期比76.9％増）、四半期純利益は3億63百万円（前年

同期比101.0％増）となりました。

　売上高については、

①化学品関連事業において、前年度に事業領域の拡大を目指して取り組んだ

・クラヤ化成㈱の子会社化（平成21年11月）

・キチン分解物（中間体）を製造するベトナム子会社Aureole Fine Chemical Products Inc.（以下、AFCP社と略）

工場の完成・本稼働（平成21年12月）

・ジェネリック医薬品向け原体製造会社アクティブファーマ㈱の設立（平成21年6月）

に加え、国内における電子部品メーカーを始めとしたお客様の工場稼働率が回復してきたこと

②住宅設備機器関連事業および空調設備工事関連事業において、首都圏での大型工事物件の工事進行基準による売

上計上が増加したこと

③樹脂・エレクトロニクス関連事業において、自動車部品向け金型・樹脂成形品を中心に需要が回復したこと

を主要因に増加いたしました。

　営業利益、経常利益および四半期純利益については、売上高増加に伴い売上総利益が増加したことを主要因に、前年

同期に比べ大幅に増加いたしました。
　
＜セグメントの状況＞

　当連結会計年度における営業損益予想の大きいセグメント順に記載いたします。
　
〔化学品関連事業〕

　国内化成品事業は、本年8月以降、電子部品メーカーを始めとしたお客様の生産活動に減速感が出てきたものの、期

初から本年7月までの期間において新興国の需要増を背景に、お客様の工場稼働率が前年下半期を上回る水準まで上

昇したことに加え、クラヤ化成㈱の子会社化効果もあり売上高は増加いたしました。

　ベトナムでの事業は、新規ビジネスを担うAFCP社工場の本稼働に伴い売上高は増加いたしました。

　医薬品原体は、アクティブファーマ㈱と相模化成工業㈱との連携のもと、自社開発製品を中心に拡販に努めてまい

りました結果、売上高は増加いたしました。

　以上の結果、売上高は前年同期比33.2％増の64億89百万円、営業利益は前年同期比47.0％増の2億65百万円となりま

した。
　
〔情報システム関連事業〕

　お客様からのニーズが、お客様の要望事項に応じてシステム構築する方式からパッケージソフトウェアを積極的に

活用する傾向へと変化するなか、当社オリジナルソリューションであるPOWER EGG
®
やIDC

※１
、テンプレート（販売

・購買・生産管理）
※２
を前面に押し出し受注活動を推進してまいりました結果、受注高は、北陸地区および首都圏

ともに増加し、前年同期比54.5％増の16億32百万円となりました。

　また、売上高は、北陸地区での受注増を主要因に8.7％増の18億27百万円、営業利益は前年同期比14.3％増の3億74百

万円となりました。

※１　IDC：アウトソーシングデータセンター

※２　テンプレート（販売・購買・生産管理）：業務を細分化し部品化したシステムをお客様のニーズに合わせて

組み合わせていくシステム構築手法のこと。
　
〔空調設備工事関連事業〕

　首都圏および北陸地区ともに価格競争がますます激化する状況において、首都圏では、リニューアル工事案件の受

注増加を図るべく、平成20年11月に新設したリニューアル部において一級建築士事務所として省エネ・CO2削減提案

等を積極的に推進してまいりました。北陸地区では、個々のお客様へのきめ細かいサポートを推進するなかで、リ

ニューアル工事や小工事、機器更新工事の発掘に努めてまいりました。その結果、受注高は、首都圏におけるこれまで

の取り組みの成果としてリニューアル工事案件の受注が増加し、また、北陸地区において猛暑の影響により修理・機

器更新工事が増加したものの、前年同期は首都圏において大型工事案件を受注したことから、前年同期比31.8％減の

20億94百万円となりました。

　一方、売上高は、首都圏において、過年度に受注した大型工事物件の工事進行基準による売上計上が増加したことに

加え、北陸地区での受注増もあり前年同期比18.6％増の30億55百万円、営業利益は前年同期比5.9％増の1億57百万円

となりました。　
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〔エネルギー関連事業〕

　原油価格は直近では大きな変動はないものの、昨年3月以降値上がり基調にあったことから産業用燃料およびＬＰ

Ｇの仕入価格が上昇いたしました。また、産業用燃料はお客様の工場稼働率の向上に伴い販売数量が増加し、ＬＰＧ

は集合住宅の空室率改善に加え、新規お客様数の増加を主要因に販売数量が増加しました。

　その結果、売上高は、前年同期比10.0％増の11億6百万円、営業利益は前年同期比37.6％増の31百万円となりました。

　

〔住宅設備機器関連事業〕

　首都圏での新規マンション供給戸数が本年は4万3千戸まで回復すると予想されるなか、引き合い案件は増加傾向に

ある一方、価格競争がますます激化する状況において、受注面では、高級マンションは苦戦を強いられましたものの

一般向けマンション（分譲・賃貸）は仕入先の支援を受けつつ善戦いたしました。北陸地区は、新設住宅着工件数が

若干回復基調ながらも価格競争が激化するなか、住宅設備機器についての受注活動は低調であったものの、猛暑の影

響によりエアコンの受注・販売は好調に推移いたしました。その結果、受注高は、首都圏の一般向けマンションでの

増加により前年同期比11.8％増の24億43百万円となりました。

　また、売上高は、北陸地区についてはほぼ前年同期並であったものの、首都圏の高級マンションについて大型工事物

件の工事進行基準による売上計上が増加したことに加え、首都圏の一般向けマンションについても受注増を主要因

に増加したことから、前年同期比34.7％増の33億29百万円、営業利益は72百万円と前年同期に比べ増加いたしました

（前年同期は営業損失24百万円）。

　

〔樹脂・エレクトロニクス関連事業〕

　金型・樹脂成形品は、主力の自動車部品分野について需要が回復したことに加え、ベトナムでの金型現地製造に向

けた体制づくりがお客様から評価され受注が増加いたしました。さらに、医療機器および理容・美容機器向け組み込

み用パーツについても、これまでの営業活動が功を奏し受注が増加いたしました。その結果、売上高は前年同期比

60.8％増の4億60百万円、営業損益は31百万円の損失ながら前年同期に比べ減少いたしました（前年同期の営業損失

は52百万円）。

　

コーポレート・ガバナンスについては、これまで構築してきた内部統制の仕組み・仕掛けの運用を徹底すること

により、正確な財務諸表の作成および様々なリスクヘッジを推進してまいりました。

また、迅速な月次成果、課題・問題点の把握、ならびに課題・問題点に対する即時対応を行うべく月次決算の早期化

に努めてまいりました結果、現在、翌月2日目での決算作成を実現しておりますが、今後とも、さらなる短縮に向け取

り組んでまいります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は29億10百万円となり、第１四半期連結会計期間

末に比べ1億25百万円の減少となりました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は1億60百万円の収入(前年同四半期は1億52百万円の収入)となりました。

主なプラス要因は、たな卸資産の減少額8億55百万円、仕入債務の増加額9億17百万円、税金等調整前四半期純利益5億

6百万円、減価償却費2億8百万円であります。主なマイナス要因は、売上債権の増加額25億88百万円であります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は1億61百万円の支出(前年同四半期は2億13百万円の支出)となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得による支出81百万円であります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は1億7百万円の支出(前年同四半期は9億80百万円の収入)となりました。

主な要因は、短期借入金の減少額61百万円であります。

 

(3）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。　

 

EDINET提出書類

三谷産業株式会社(E02692)

四半期報告書

 7/31



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 55,176,000 55,176,000
名古屋証券取引所（市場

第二部）

単元株式数

1,000株　

計 55,176,000 55,176,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 55,176,000 － 3,702 － 2,702
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三谷   充 石川県金沢市 11,156 20.22

三谷株式会社 東京都中央区築地六丁目19番20号 5,980 10.84

財団法人三谷育英会 石川県金沢市玉川町１番５号 4,702 8.52

三谷  美智子 石川県金沢市 2,505 4.54

有限会社北都代行社 石川県金沢市昭和町16番１号 2,166 3.93

株式会社三谷サービスエンジン 石川県金沢市高尾南三丁目93番地 2,007 3.64

財団法人三谷研究開発支援財団 石川県金沢市玉川町１番５号 2,000 3.62

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通一丁目２番26号 1,169 2.12

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 1,169 2.12

三谷産業社員持株会 石川県金沢市玉川町１番５号 941 1.71

計 － 33,796 61.25
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（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　  161,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  54,621,000                54,621 －

単元未満株式 普通株式     394,000 － －

発行済株式総数           55,176,000 － －

総株主の議決権 －                 54,621 －

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

三谷産業㈱
石川県金沢市玉川町

１番５号
159,000 － 159,000 0.29

藤井空調工業㈱
石川県小松市長崎町

三丁目114番地
2,000 － 2,000 0.00

計 － 161,000 － 161,000 0.29

（注）　上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

1個）あります。なお、当該株式数は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含

まれております。

　　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高 166 156 155 155 146 154

最低 145 146 145 139 134 135

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりです。

（役職の異動)　

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

　専務取締役　組織構造担当

　兼海外本部長

　兼人事本部長　

　専務取締役　組織構造担当

　兼海外本部長　
中川　景介 　平成22年11月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づき、同規則および「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る

四

半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月

30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人とな

っております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,153 4,421

受取手形及び売掛金 14,179 13,556

完成工事未収入金 4,597 3,074

商品及び製品 903 717

仕掛品 2,197 ※1
 2,135

未成工事支出金 66 225

原材料及び貯蔵品 176 118

その他 701 637

貸倒引当金 △80 △80

流動資産合計 25,896 24,807

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 4,791

※2
 4,705

土地 3,748 3,772

その他（純額） ※2
 758

※2
 843

有形固定資産合計 9,298 9,320

無形固定資産

ソフトウエア 569 626

その他 195 199

無形固定資産合計 765 825

投資その他の資産

投資有価証券 7,194 7,879

その他 1,196 1,371

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 8,387 9,248

固定資産合計 18,451 19,395

資産合計 44,347 44,203
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,287 9,438

工事未払金 1,214 1,177

短期借入金 8,354 7,799

未払法人税等 208 267

役員賞与引当金 18 44

受注損失引当金 14 ※1
 27

完成工事補償引当金 37 32

その他 2,900 2,271

流動負債合計 22,037 21,056

固定負債

長期借入金 611 743

退職給付引当金 103 114

役員退職慰労引当金 410 476

資産除去債務 67 －

その他 1,595 1,840

固定負債合計 2,788 3,175

負債合計 24,825 24,232

純資産の部

株主資本

資本金 3,702 3,702

資本剰余金 2,702 2,702

利益剰余金 12,645 12,674

自己株式 △36 △36

株主資本合計 19,012 19,041

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 937 1,298

繰延ヘッジ損益 △5 △8

為替換算調整勘定 △631 △559

評価・換算差額等合計 301 731

少数株主持分 207 198

純資産合計 19,522 19,971

負債純資産合計 44,347 44,203
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 22,527 28,415

売上原価 18,931 24,015

売上総利益 3,595 4,399

販売費及び一般管理費 ※1
 3,788

※1
 4,068

営業利益又は営業損失（△） △193 331

営業外収益

受取利息 9 10

受取配当金 49 53

負ののれん償却額 1 9

その他 135 131

営業外収益合計 196 204

営業外費用

支払利息 42 42

持分法による投資損失 88 47

その他 60 88

営業外費用合計 191 177

経常利益又は経常損失（△） △188 358

特別利益

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 0 0

その他 18 1

特別利益合計 19 2

特別損失

固定資産売却損 0 9

固定資産除却損 1 17

投資有価証券評価損 18 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

その他 23 2

特別損失合計 44 52

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△214 308

法人税等 ※2
 147

※2
 162

少数株主損益調整前四半期純利益 － 146

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 10

四半期純利益又は四半期純損失（△） △354 136
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 12,633 16,021

売上原価 10,473 13,391

売上総利益 2,159 2,630

販売費及び一般管理費 ※1
 1,824

※1
 2,028

営業利益 335 601

営業外収益

受取利息 6 5

受取配当金 5 4

負ののれん償却額 1 9

その他 62 55

営業外収益合計 75 75

営業外費用

支払利息 18 20

持分法による投資損失 52 67

その他 43 65

営業外費用合計 115 153

経常利益 295 523

特別利益

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 0 －

その他 18 △1

特別利益合計 18 △0

特別損失

固定資産売却損 0 9

固定資産除却損 1 2

投資有価証券評価損 17 5

その他 23 0

特別損失合計 42 16

税金等調整前四半期純利益 272 506

法人税等 ※2
 94

※2
 129

少数株主損益調整前四半期純利益 － 376

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3 13

四半期純利益 180 363
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△214 308

減価償却費 388 409

負ののれん償却額 △1 △6

持分法による投資損益（△は益） 88 47

投資事業組合運用損益（△は益） 32 22

投資有価証券評価損益（△は益） 18 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △216 △0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △83 △26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 △65

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △9

受注損失引当金の増減額（△は減少） 85 △12

受取利息及び受取配当金 △59 △64

支払利息 42 42

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

固定資産売却損益（△は益） △0 8

固定資産除却損 1 17

売上債権の増減額（△は増加） 2,239 △2,163

たな卸資産の増減額（△は増加） △392 △163

仕入債務の増減額（△は減少） △1,165 △93

転貸リースに係る売上修正に伴う増減額（△は
減少）

△148 △68

その他 906 938

小計 1,533 △875

利息及び配当金の受取額 75 76

利息の支払額 △34 △38

法人税等の支払額 △439 △287

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,134 △1,125
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △131 △4

定期預金の払戻による収入 57 6

有形固定資産の取得による支出 △189 △259

有形固定資産の売却による収入 13 16

無形固定資産の取得による支出 △90 △96

投資有価証券の取得による支出 △11 △13

投資有価証券の売却による収入 0 0

貸付けによる支出 － △4

貸付金の回収による収入 4 0

その他 34 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △311 △365

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △457 535

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △12 △26

長期借入れによる収入 504 －

長期借入金の返済による支出 △110 △75

少数株主に対する株式発行による収入 147 －

配当金の支払額 △165 △165

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △94 267

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 736 △1,251

現金及び現金同等物の期首残高 3,632 4,161

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,369

※
 2,910
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間において、㈱アクティと㈱藤精工は、㈱アクティ

を存続会社として合併いたしました。

（2）変更後の連結子会社の数

20社　

 ２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を

適用しております。

　これにより、第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ3百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は21百万円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は67百万

円であります。

（2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基

準第16号 平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号 平成20年３月10日)

を適用しております。

　この変更による損益への影響はありません。

（3）企業結合に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計

基準第21号 平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企

業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26日)、「持分

法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分)及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

(四半期連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

(四半期連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められる場合は、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

──────

　

　

　

　

　

　

※２．有形固定資産の減価償却累計額

※１．損失が見込まれる請負工事契約およびソフトウェ

ア制作に係る請負契約のたな卸資産と受注損失引当

金は、相殺せずに両建てで表示しております。

損失の発生が見込まれる請負工事契約およびソフト

ウェア制作に係る請負契約のたな卸資産のうち、受注

損失引当金に対応する額は27百万円（仕掛品）であ

ります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 （百万円）

 8,462

 （百万円）

 8,266

　３．受取手形割引高 30 　３．受取手形割引高 30

　４．受取手形裏書譲渡高 91 　４．受取手形裏書譲渡高 110
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 （百万円）

従業員給料 1,110

役員賞与引当金繰入額 15

役員退職慰労引当金繰入額 30

貸倒引当金繰入額　 3

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

　　ます。

 （百万円）

従業員給料 1,257

役員賞与引当金繰入額 18

役員退職慰労引当金繰入額 25

貸倒引当金繰入額　 0

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

　　ます。

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 （百万円）

従業員給料 552

役員賞与引当金繰入額 11

役員退職慰労引当金繰入額 17

貸倒引当金繰入額　 △16

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

　　ます。

 （百万円）

従業員給料 633

役員賞与引当金繰入額 13

役員退職慰労引当金繰入額 13

貸倒引当金繰入額　 0

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

　　ます。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定     4,621

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △202　

担保に供している定期預金     △50

現金及び現金同等物     4,369

 （百万円）

現金及び預金勘定     3,153

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △193　

担保に供している定期預金     △50

現金及び現金同等物     2,910
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　55,176千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 　　165千株

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月11日

取締役会
普通株式 165 3 平成22年３月31日平成22年６月９日利益剰余金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 165 3 平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

（単位：百万円）
 
 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
情報シス
テム関連
事業

化学品関
連事業

空調設備
工事関連
事業

燃料関連
事業

建設資材
関連事業

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業

その他 計
消去又は
全社

連結

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
1,657 4,866 2,542 968 2,284 286 26 12,633 － 12,633

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

23 4 34 38 186 － 118 406 (406) －

計 1,681 4,871 2,576 1,006 2,471 286 145 13,039(406)12,633

営業利益又は営

業損失（△）
327 180 148 22 △24 △52 △2 599 (263) 335

 

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
情報シス
テム関連
事業

化学品関
連事業

空調設備
工事関連
事業

燃料関連
事業

建設資材
関連事業

樹脂・エ
レクトロ
ニクス関
連事業

その他 計
消去又は
全社

連結

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対

する売上高
2,564 8,964 4,225 2,152 4,039 527 53 22,527 － 22,527

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高

63 10 78 68 327 － 204 753 (753) －

計 2,628 8,975 4,304 2,221 4,366 527 257 23,280(753)22,527

営業利益又は営

業損失（△）
130 282 108 122 △145 △132 3 370 (564)△193

　（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、商品および役務の種類、性質等を勘案してセグメンテーションし、主要な事業として、情

報システム関連事業、樹脂・エレクトロニクス関連事業、化学品関連事業、空調設備工事関連事業、建設資材

関連事業、燃料関連事業およびマンション・ビル等の保全管理等のその他の事業に分類しております。
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２．各事業区分の事業内容

事業区分 事業内容

情報システム関連事業

システムインテグレーションサービス、パッケージソフトェアの開発・販売、ネット

ワーク・セキュリティ等の情報インフラの構築、ハードウェアの保守、システムの保

守・運用サポートサービス、アウトソーシングサービス（ホスティング・ハウジング

・データ保管・バックアップサービス）

樹脂・エレクトロニク

ス関連事業

金型の設計・製造・販売、複合ユニット製品（樹脂・電子部品）・樹脂成形品の製造

・販売、電子部品の販売（セラミック基板、ハイブリットＩＣ、電気二重層キャパシ

タ、半導体製品等）

化学品関連事業

化学品の販売（塩酸、硫酸、苛性ソーダ、その他無機・有機化学品）、機能性材料の受

託製造・販売（機能性食品、機能性樹脂、触媒、医薬・農薬中間体、電子材料）、医薬中

間体・医薬品原体の製造・販売、化学品・環境に係わるコンサルティング・コーディ

ネーション、樹脂材料の販売

空調設備工事関連事業
空調設備・給排水衛生設備・クリーンルーム・消防設備・冷凍冷蔵設備工事の設計

施工（オフィスビル、マンション、ホテル、工場、病院、老健施設等）

建設資材関連事業

住宅機器の販売・設計施工（ユニットバス、システムキッチン、洗面化粧台、造付家具

等）、空調機器の販売・設計施工、セメント・生コンクリートの販売、杭工事の施工、

システム収納・システムキッチン・洗面化粧台等の開発・製造・販売・設計施工

燃料関連事業
石油製品（Ａ重油、Ｃ重油、灯油、軽油、ガソリン、再生油等）・ＬＰＧ・燃料電池・太

陽光発電システムの販売

その他 マンション・ビル等の保全管理、飲食業（ベトナム料理）

　　　　　　　各事業区分の事業内容の変更

　　　前々第３四半期連結会計期間において、事業活動における取扱商品の営業体制の見直しを契機に、取扱商品の

種類・性質の類似性と今後の事業の拡大、管理の効率化の観点から事業区分の見直しを行った結果、従来、樹

脂・エレクトロニクス関連事業に含めておりました樹脂材料の販売を、化学品関連事業として区分表示する

ことに変更いたしました。この変更により、従来と同一の基準によった場合に比べ、当第２四半期連結会計期

間の化学品関連事業の売上高は1億18百万円、営業利益は7百万円それぞれ多く計上されており、樹脂・エレ

クトロニクス関連事業の売上高は1億18百万円少なく計上されており、営業損失は7百万円多く計上されてお

ります。また、当第２四半期連結累計期間の化学品関連事業の売上高は2億45百万円、営業利益は15百万円そ

れぞれ多く計上されており、樹脂・エレクトロニクス関連事業の売上高は2億45百万円少なく計上されてお

り、営業損失は15百万円多く計上されております。

３．会計処理基準に関する事項の変更

　前第２四半期連結累計期間

　　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、当社空調事業部の、請負金額300百万円以上かつ工期１年超

の受注工事については工事進行基準を、その他の請負工事契約およびソフトウェア制作に係る請負契約につ

いては工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を前第１四半期連結会計期間より適用し、前第２四半期連結累計期間に着手した請負工事契約およ

びソフトウェア制作に係る請負契約で進捗部分について成果の確実性が認められるものについては工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の請負契約については工事完成基準を適用してお

ります。この変更により、従来と同一の基準によった場合に比べ、前第２四半期連結累計期間の情報システム

関連事業の売上高は2億16百万円、営業利益は1億15百万円それぞれ多く計上されており、空調設備工事関連

事業の売上高は4億79百万円、営業利益は71百万円それぞれ多く計上されており、また、建設資材関連事業の

売上高は23百万円多く計上されており、営業損失は1百万円少なく計上されております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社グループは、当社に商品・サービス別の事業部を設置するとともに、商品・サービス別に子会社を設立

しており、各事業部および各子会社は包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、商品・サービス別のセグメントから構成されており、「情報システム関連事

業」、「樹脂・エレクトロニクス関連事業」、「化学品関連事業」、「空調設備工事関連事業」、「住宅設備

機器関連事業」および「エネルギー関連事業」の６つを報告セグメントとしております。

　「情報システム関連事業」は、システムインテグレーションサービス、パッケージソフトウェアの開発・販

売、ネットワーク・セキュリティ等の情報インフラの構築、ハードウェアの保守、システムの保守・運用サ

ポートサービス、アウトソーシングサービスを主要な事業としております。

　「樹脂・エレクトロニクス関連事業」は、金型の設計・製造・販売、複合ユニット製品・樹脂成形品の製造

・販売、電子部品の販売を主要な事業としております。

　「化学品関連事業」は、化学品の販売、樹脂材料の販売、機能性材料の受託製造・販売、医薬中間体・医薬品

原体の製造・販売、化学品・環境に係わるコンサルティング・コーディネーションを主要な事業としており

ます。

　「空調設備工事関連事業」は、空調設備・給排水衛生設備・クリーンルーム・消防設備・冷凍冷蔵設備工

事の設計施工を主要な事業としております。

　「住宅設備機器関連事業」は、住宅機器の販売・設計施工、空調機器の販売・設計施工、システム収納・シ

ステムキッチン・洗面化粧台等の開発・製造・販売・設計施工を主要な事業としております。

　「エネルギー関連事業」は、石油製品の販売、ＬＰＧの販売、家庭用燃料電池・太陽光発電システム・風力

発電機器の販売を主要な事業としております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計

 
化学品関連

事業

情報システ

ム関連事業

空調設備工

事関連事業

エネルギー

関連事業

住宅設備機

器関連事業

樹脂・エレ

クトロニク

ス関連事業

計

売上高          

外部顧客への売上高 12,684 2,683 5,574 2,296 4,259 864 28,362 52 28,415

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 26 43 95 433 1 601 213 815

計 12,684 2,710 5,617 2,391 4,693 865 28,964 266 29,230

セグメント利益又は損

失（△）
468 230 183 137 △45 △57 917 12 929

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計

 
化学品関連

事業

情報システ

ム関連事業

空調設備工

事関連事業

エネルギー

関連事業

住宅設備機

器関連事業

樹脂・エレ

クトロニク

ス関連事業

計

売上高          
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 報告セグメント

その他

（注）
合計

 
化学品関連

事業

情報システ

ム関連事業

空調設備工

事関連事業

エネルギー

関連事業

住宅設備機

器関連事業

樹脂・エレ

クトロニク

ス関連事業

計

外部顧客への売上高 6,488 1,812 3,044 1,072 3,116 460 15,995 25 16,021

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 15 10 34 212 0 274 123 398

計 6,489 1,827 3,055 1,106 3,329 460 16,269 149 16,419

セグメント利益又は損

失（△）
265 374 157 31 72 △31 869 9 879

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にマンション・ビル等

　　　の保全管理の事業であります。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 917

　「その他」の区分の利益 12

　セグメント間取引消去 29

　全社費用（注） △627

　四半期連結損益計算書の営業利益 331

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

　報告セグメント計 869

　「その他」の区分の利益 9

　セグメント間取引消去 19

　全社費用（注） △297

　四半期連結損益計算書の営業利益 601

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。
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（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）　

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

 取得原価
四半期連結貸借
対照表計上額

差額

（１）株式 2,994 4,582 1,587

（２）債券    

　　　国債・地方債等 － － －

　　　社債 － － －

　　　その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 2,994 4,582 1,587

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 351円11銭 １株当たり純資産額 359円42銭

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6円44銭 １株当たり四半期純利益金額 2円48銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △354 136

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△354 136

期中平均株式数（千株） 55,016 55,011
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円29銭 １株当たり四半期純利益金額 6円61銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 180 363

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 180 363

期中平均株式数（千株） 55,015 55,011

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成22年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 ① 中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　165百万円

 ② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 　　 3円

 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日　 　平成22年12月6日

（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月11日

三谷産業株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　久晴

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　　亘

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三谷産業株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三谷産業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２．会計処理基準に関する事項の変更に記載されてい

るとおり、会社は第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月10日

三谷産業株式会社

取締役会　御中
 

有限責任　あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近藤　久晴

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　　亘

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三谷産業株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三谷産業株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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